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住宅手当緊急特別措置事業  

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又は喪失す  

るおそれのある者に住宅手当を支給   

【要件】離職後2年以内であって、常用就職等の意欲のある者（収入、預貯金が一定額以下）  
【支給】上限籠は、地域ごとに設定。支給期間は、最長6ケ月（更に3ケ月の支給延長可能）  

※平成21年度中に、利用者にとって使いやすい制度にするために、収入要件の緩和等の運用  

改善を図る。  

ホームレス  都道府県で  

基金の積み増し  
ホームレス等の自立を支援するため、次の取組を実施  
○ホームレス緊急一時宿泊事業（既存建築物の借り上げにより、緊急一時的な宿泊場所の提供等）   

○ホームレス総合相談推進事業（巡回相談活動等の実施）  

○ホームレス自立支援事業（自立支援センターにおける生活指導、職業相談等の実施）   等   

基金で事業を実施するため、  

1 年度が替わっても切れ目   

のない事業実施が可能  

2 ニーズに応じて、迅速な   

事業実施が可能（国の交付   

決定不要）  



生活福祉資金貸付事業における今後の課題  

単に資金の貸付のみではなく、貸付のとき  
から、個々の事情を十分に把握するとと  
もに、貸付後も継続的に支援していくこと  
が必要  N  

【課題①】  

社会福祉協議会の相談支援体制の充実  
が必要  

平成21年度第2次補正予算により造成す  

る基金を活用し、市町村社協の相談体制  
の充実を図っていただきたい。  
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平成22年度における生活福祉資金貸付事業の財源について  

CL⊃   



平成22年度生活福祉資金貸付事業における事務費の補助の流れ  

市町村社協  

委託費（相談員に要する責用、その他の事務費）  A  

委託契約  

都道府県社協  

・申込者に対する相談支援  

・貸付の必要性の判断  

■■■‾ ■ ‾ ■ ■■■■■■■■■■‾ ■  ‾■1  

l  

i・定期的な生活状況の把握  

it継続的な支援（就労支援・家計管理  

l指導等）  

幸・関係機関との連絡・調整  

巨償還指導  等   

借受人  
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新たなセーフティネットの構築  

≪ハローワークにおいて手続≫  ≪ハローワークにおいて手続≫  

生活福祉資金の抜本的見直し  

上
記
の
支
援
を
 
 

補
完
 
 
 

■  
■  
●  

●  
●  
●  ●  

◆ ◆  

●●◆◆   

≪市町村社会福祉協議会において手続≫  ≪自治体において手続≫  



地域の状況に応じた柔軟な対応  

ホームレス緊急一時宿泊事業（シェルター事業）については、空き旅館、社員寮等の借り上げによる緊急一時宿  

泊施設の設置を可能としたところであるので、地域の実情を踏まえ、積極的な事業の実施を図られるよう、お願いし   の  



2 生活福祉資金貸付制度について  

（1）生活福祉資金貸付制度の役割・趣旨について  

生活福祉資金貸付制度（以下「本貸付制度」という。）は低所得世帯等の経済的自   

立等を目的とし、資金の貸付と生活の支援を行う制度として制度発足から50年以上   

にわたり一定の役割を果たしてきたところであるが、平成20年の世界的な金融危機   

に端を発して、我が国でも、失業者、低所得者が急増する等雇用情勢が急速に悪化し   

ており、本貸付制度がこうした方々の生活支援に対応できるよう、昨年10月に総合   

支援資金の創設、連帯保証人要件の緩和等の制度見直しを行ったところである。  

昨年10月以降の総合支援資金貸付の実績を見ると、10月～12月の3ヶ月で貸   

付決定者数が約7，300人、貸付決定金額が約62．2億円であり、見直し前に比  

べ著しく増加しているところである。  

【総合支援資金の貸付決定状況】  

貸付決定者数（人）   貸付決定金額（千円）   

累 計  11，177   9，400，321  

平成22年1月   3，853   3，179，422  

平成21年12月   3，972   3，309，749  

平成21年11月   2，469   2，112，253  

平成21年10月   883   798，895  

各都道府県社会福祉協議会をはじめとした関係機関のご協力により、多くの方に活  

用いただいている状況であるが、現下の厳しい雇用情勢等を踏まえ、なお一層の活用   

が求められているところである。  

（2）制度の体制強化等について  

本貸付制度は、相談支援とあわせて必要な資金の貸付を行うことにより、世帯の自   

立を支援する制度であり、そのためには、借受世帯及び借受を希望する世帯に対して   

は、貸付に当たり個別の資金ニーズを把握できるよう丁寧な相談を行うこと、また、  
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民生委員による相談・支援や社会福祉協議会による貸付決定から償還までの継続的な  

支援を行うことが重要である。   

特に新たに創設された総合支援資金は、現に生活に困窮している者が自立するまで  

の間の生活費等の貸付を行うものであり、貸付に当たり丁寧に個別の事情等を聞いた  

上で可能な限り迅速に貸付決定を行うこと、多くの課題を抱えている借受人に対し自  

立に向けて丁寧に支援を行うことが、借受世帯の自立、貸付金の償還の確保等を図る  

上でとりわけ重要である。   

他方、昨年10月の見直し以降、貸付に係る相談者、借受世帯は急増しており、本  

貸付事業の目的を達成するためには、社会福祉協議会の実施体制の充実が不可欠であ  

り、特に、入口の相談支援、借受世帯に対する自立に向けた支援を行う市区町村社会  

福祉協議会の相談体制を整備・充実させることが重要である。   

こうしたことを踏まえ、平成21年度第2次補正予算において、緊急雇用創出事業  

卿寺特例交付金により各都道府県の基金を積み増し、市区町村社会福祉協議会の相談  

室画5（補助率‥国10／10）ので、積極的  

に活用いただき、必要な相談体制の整備をお願いしたい。  

【想定される基金の対象経費】  

① 相談員を市町村社協に配置する場合の人件費  

l  

l   

② 相談員を都道府県社協に配置し、市町村社協に派遣、巡回等を行う場合ニ                                                                                                                                                      ー  
1  

1  

1  

1  

1  

等ミ   

の相談員の人件費  
l  

ミ  ③ 上記①、②の相談員の活動費（旅費、庁費等）  

また、上記以外の事務費についても、実施主体である都道府県社会福祉協議会の貸  

吐事務費、借受世帯との窓口となる市区町村社会福祉協議会の貸付事務費、民生委員  

担ラ貸付調査・償還指導の実費弁償費、その他償還対策に必要な経費について、従  

画（補助率‥国1／2、都道府県  

1／／2）により補助する予定であるので、各都道府県におかれても所要の財政措置に  

特段のご配慮を願いたい。  

（3）関係機関との連携について  

－8－  

．1   



現在の厳しい雇用状況に対応するため、ハローワークを窓口として、就職安定資金   

融資事業をはじめとして離職者等を支援するための様々な雇用施策が行われていると   

ころであり、また、自治体においても求職中の離職者に対する住宅手当制度を昨年   

10月より実施しているところである。こうした雇用施策や住宅手当と本貸付制度が  

いわゆる「第2のセーフティネット」として離職者を適切に支援するためには、生会  

福祉協議会、自治体、ハローワークにおけるそれぞれの連携を密にし、相談に来た離  

職者を適切な施策につなぐとともに、必要に応じて各機関が互いに連携・調整を行い  

綱要である。   

今般、都道府県レベル及び地域レベルで関係する機関が具体的な連携のあり方を協  

議・調整する場として、「生活福祉・就労菜援協議貧」を置けることとしており、こ  

うした協議会への積極的に参加いただくとともに、日頃からの連携を深めていただく  

ようお願いしたい。   

また、一方で、多重債務者に対する支援については、利用者等が抱えている債務の  

整理等を行う弁護士会、司法書士会、法テラス、消費者相談を行う消費生活センター  

等様々な関係機関と連携して支援を行う必要がある。多重債務問題については、各都  

道府県に関係機関が参加し、連携して支援を行うための多重債務者対策本部等が設置  

されているところであり、こうした連携の仕組みの中に都道府県社会福祉協議会が参   

加することも重要である。  

このように様々な課題を抱える低所得者の自立を支援するためには、福祉関係機関  

との連環のみならず鞭関との連携鱒重要であり、各都道府県におかれては、  

関係機関との連携に当たり、都道府県社会福祉協議会に対する必要な支援をお願いし  

たい。  

（4）生活福祉資金貸付制度の積極的な広報について  

低所得者等が必要に応じて本貸付制度を活用でき、本貸付制度が低所得者等のセー   

フティネットとして十分に機能するためには、さらに積極的な周知等を行うことが求  

められている。 そのため、各都道府県においては、実施主体である都道府県社会福祉   

掛ビ   

ラの配布、御   

広報をお願いしたい。  
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また、広報・周知を行うに当たっては、セーフティネット支援対策等事業費補助金  

の活用についてもご検討いただきたい。  

（5）生活福祉資金会計準則等の見直しについて  

昨年10月の見直しに伴い、生活福祉資金会計準則等についても見直しが必要であ   

ることから、この機に全面的な見直しを行い、平成22年4月より施行することとし   

ている。今回の見直しにあた っては、社会福祉法人会計基準に則った形で行うことと   

し、新しい会計準則等においては、生活福祉資金貸付事業について社会福祉法人会計   

基準を補完するものとして設けることとしている。施行にあたっては、経過措置を設   

けることとしており、円滑に移行できるようご協力いただきたい。  

また、本貸付制度は、公的な資金を活用して資金の貸付を行う制度であり、不適正   

な資金管理や経理が行われた場合、それにより制度全体の信頼を損ねることにもなる   

ことから、各都道府県におかれても各都道府県社会福祉協議会において適正な資金管   

理等が行われるよう、引き続きご指導いただきたい。  

（6）要保護世帯向け不動産担保型生活資金について  

要保護世帯向け不動産担保型生活資金の貸付については、平成19年度に創設され、   

3年に1度、担保となっている居住用不動産の再評価を行うこととしている。この再   

評価については、不動産鑑定士に依頼を行うこととし、その費用負担については、各   

都道府県社会福祉協議会が負担（貸付当初の費用負担は、福祉事務所）することとし   

ている。  

平成22年度は、事業創設以降3年が経過する最初の年度であり、再評価の事例も   

生じることとなるため、各都道府県におかれては、都道府県社会福祉協議会に再評価   

理数の見込を聴取した上で、その毒瑠開削こかかる所要の財政措置について特段？ご酉己   

塵をお願いしたい。  

なお、本費用についてもセー フティネット支援対策等事業費補助金（補助率：国   

1／2、都道府県1／2）により補助する予定であるので、ご活用いただきたい。  
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3 ホームレス対策等について  

（1）平成22年度のホームレス対策事業について  

厚生労働省では『ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法』及び同法に基づ   

く『ホームレスの自立の支援等に関する基本方針』（以下「基本方針」という。）に基   

づき、福祉、雇用等の各分野にわたって施策を総合的に推進してきたところである。  

平成22年度においても、引き続き、総合相談事業や、生活相談・指導、職業相談、   

健康診断等を行う自立支援事業等を実施することとしているので、社会福祉法人、特   

定非営利活動法人等の民間団体との連携、協力の下での事業の推進を図られたい。  

（2）ホームレス緊急一時宿泊事業（シェルター事業）‘等について  

現下の厳しい雇用失業情勢の中、解雇や派遣労働者の雇止め等によるホームレスや   

ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者の増加に対応するため、ホー   

ムレス対策の拡充が求められているところである。  

このため、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月8日閣議   

決定）を踏まえ、緊急的に貧困・困窮者の支援を強化するため、空き社員寮等の借±   

げによる「緊急一時宿泊施設」（聯行うこととしている。  

具体的には、   

①空き社員寮、卿   

②施設利用者や退所者に対する生活指軋安否確認などのきめ細やかな相談支援を  

行う相談員の配置   

（ヨホームレス自立支援センターの設置・運営  

などに要する経費を平成21年度第2次補正予算において「緊急雇用創出事業臨時   

特例交付金」に計上したところである。  

これにより平成22年度予算との間がつながれ、国における交付決定手続きが不要   

となることから、自治体において、迅速で切れ目のない事業実施が可能となり、より   

機動的で効果的な支援対策が期待できるところである。  

これまでホームレス対策事業に取り組まれてきた自治体はもとより、ホームレス数   

が少ない等の理由から事業を実施していない自治体においても、積極的にホームレス  
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対策に取り組まれるよう御検討をお願いしたい。  

平成20年度   平成21年度   

ホームレス対策実施自治体   33自給体   50自治体   

ホームレス緊急一時宿泊事業実施自治体   3自治体   2・8自治体   

（平成21年10月末時点、国庫補助協議分）   
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（3）ホームレスの実態に関する全国調査について  

ホームレスの実態に関する全国調査（概数調査）については、法及び基本方針に基  

づき実施される施策の効果を継続的に把握するために毎年実施することとしており、   

平成22年度予算においそも、当該調査に係る経費を確保したところであるので、引   

き続き、御協力をお願いしたい。  

なお、平成15年調査と平成21年調査のホームレス数を比較すると、ホームレス  

対策を実施している自治体と実施していない自治体では、その減少率に大きな差があ   

る（実施自治体：42％減、未実施自治体：8％減）ことが確認されており、ホーム  

レス対策を実施していない自治体においては、事業の実施を積極的に検討されたい。  

平成15年調査  平成21年調査   

ホームレス対策実施自治体のホームレス数   21，887人  12，631人   

ホームレス対策未実施自治体のホームレス数   3，409人  3，128人   
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地方改善事業の実施について   

（1）地方改善事業の実施について  

ア 隣保館整備・運営等事業  

隣保館整備・運営等事業については、今後とも多様化するニーズに的確に対  

応するためには、一般対策を活用することが必要であり、これまでの施策の成  

果が損なわれるなどの支障が生ずることのないよう、ご配慮願いたい。   

なお、平成22年度予算案における関係事業については、以下のとおりであ  

るので、地域の状況や事業の必要性に応じて実施するよう、管内の市町村に対  

してご周知方願いたい。  

・隣保館整備等事業   

隣保館整備等事業については、各地方公共団体の需要を踏まえ所要の額を計上  

している。  

・隣保館運営事業   

隣嘩館は、地域住民に対して碍祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠阜と  

なる地域に密着したコミュニティーセンターとしての役割を担っていくことが必  

要であることから、その運営に当たっては、次の点に留意し、地域住民から期待   

される隣保館としての運営がなされるとともに、高齢者、障害者に対する在宅福  

祉等の施策についても、十分活用が図られるよう管内市町村に対しご周知願いた  

い。  

（ア）隣保館においては、地域住民のニーズ等を的確に把握し、身近できめ細  

やかな福祉サービスが提供できるよう、社会福祉等に関する事業を総合的に  

推進する必要があることから、関係部局等との密接な連携の下で館運営が行  

われるよう、管内市町村に対しご周知願いたい。  

（イ）隣保館職員は地域住民の生活上の様々な相談に応ずるとともに、地域住民  

がそのニーズに応じて各種サービスを受けられるようにする、いわゆるコー  

ディネーターの役割を担う必要がある。  
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このため、隣保館職員に対する研修の実施に当たっては、人権課題に関する  

内容はもとより、介護保険制度や年金制度をはじめとする社会保障制度の最近  

の動向を内容とした研修を行う等、創意工夫をこらした研修の実施に努め、人  

権啓発とあわせて地域福祉の一翼を担う館職員としての資質の向上が図られる   

よう努められたい。  
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（ウ）市町村合併等に伴い、隣保館について他施設との統合等運営休制の見直しを   

行うこととなった場合においても、隣保館がこれまで担ってきた役割や機能が   

失われることのないよう、十分ご留意願いたい。  ー
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（ェ）「隣保館の設置及び運営について」（平成14年8月29日厚生労働事務次官   

通知）を制定した際、隣保館運営審議会の設置事項を削除したところであるが、  

従来、隣保館運営審議会が行ってきた重要事項の決定や運用に関する審議は、  

隣保館の運営に対し、大きな役割を担ってきたところであるので、安易に審議  

会を廃止することにより、その機能が失われることのないよう留意されたい。  

（オ）隣保館は「公卿当たっては常に公平†生・中立性を   

確保する必要があることから、地域住民等から特定の団体に独占的に利用され  

ている等の批判が生ずることのないよう、引き続き管内市町村に対しご周知願   

いたい。  

イ アイヌ生活向上関連施策事業  

アイヌ生活向上関連施策事業については、北海道が策定した「アイヌの人た  

ちの生活向上に関する推進方策」に基づき事業の推進に努めることとしている  

ので、地域の状況や事業の必要性に応じて実施するよう、管内市町村に対して  

ご周知願いたい。  

なお、平成21年7月に取りまとめられた「アイヌ政策のあり方に関する有  

識者懇談会」報告書等を踏まえ、内閣官房に「アイヌ総合政策室」が設置され、  

今後、政府としてアイヌ施策の推進に取り組むこととしているので、ご理解、  

ご協力をいただきたい。  
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ウ 地方改善施設における吹付けアスベストの除去等について  

隣保館、生活館等の地方改善施設における吹付けアスベストの除去等に要す   

る費用については、平成22年度以降も地方改善施設整備費補助金の補助対象   

となっていることから、これらの国庫補助制度等を積極的に活用しながら、そ  

の早期処理に努めるよう指導をお願いしたい。  

（2）人権課題に関する啓発等の推進  

人権課題に関する国民の差別意識は解消に向けて進んでいるものの、一部では依  

然として存在しており、その差別の解消を図る上で啓発及び研修の実施は重要であ  

るので、管内の行政関係職員をはじめ保健福祉に携わる関係者等に対し、積極的な  

啓発・研修を通じて人権課題に関する理解が深められるよう特段のご配慮を願いた  

い。  

なお、昨年、一部の自治体、社会福祉協議会が実施する結婚相談事業において、  

相談申込書や登録カードの項目等に基本的人権への配慮が欠けていたとして、改善  

が行われたという事例が発生したところである。結婚相談事業については、相談者  

の個人情報を扱うこととなることから、基本的人権の尊重及びプライバシー の保護  

が十分に確保されるよう、管内市町村等に対して指導されたい。  

また、過去に就職差別につながるおそれのある身元調査事案が発生したが、これ  

は調査を依頼した関係者の人権問題に対する認識が十分でなかったことによるとこ  

ろが大きいと思われる。  

こうしたことが二度と起きないようにするためにも関係者等に対する啓発・研修  

は、ただ漠然と行うのではなく、具体的な事例を挙げるなど効果的なものとなるよ  

う努めるとともに、関係事業者団体に対して、職員の採用選考に当たっては、応募  

者の適性と能力を基準として行うよう機会を捉えて指導・啓発を行われたい。  
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